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※氏名、住所は楷書で正確に書いて下さい。 

 

 

【注意】平成 30 年度申込書以外での申込みは受付できません。 

     (両面印刷せず、A4 サイズで片面印刷してください) 

【記入の際の注意】 

鉛筆・フリクションボール等消えるペンでの記入は不可！ 

記入必要なし 

記入間違い多数！ 

ご注意ください！ 

自宅又は会社で常に連絡が

取れるアドレスを記入！ 

3.第 2 希望会場は受講可能な会場がある場合のみ記載して下さい。

マンションの場合必ず記入 

デジタル写真を使用するときは、写真用光沢紙を 

使用してカラープリントして下さい。 

※講習修了証の証明写真になります。 

①建設業の種類ごとに実務経験 10 年以上あるか確認！ 

②｢職長教育修了証｣交付日から講習受付日までに３年以上か確認！

③希望業種にチェック印を記入！ 

※書式４ 実務経験合計年数と一致の年数を記入！ 

 ① ②③ 

第 2 希望(任意) 
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※ 「実務経験証明書」用紙は、書式２と書式４を必ず使って下さい。 

 用紙の欄が足りないときは、書式３の用紙をコピーして下さい。 

朱印の押し忘れに注意！

｢電｣または｢通｣に〇印を必ずつける！ 

※両方に○印をつけると実務経験年数には計算されません。

職長修了証取得後(班長、作業長でもよい)作業した場合は 

必ず｢職長｣として記入をする。 
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[転職分を含めて経験が 10 年の方] 

転職を含めて経験が 10 年の方は、前の会社の代表者証明は必要ありません。 

転職前・現在いる会社の実務経験年数を合算して記入し、現在の事業主に証明してもらう。 

工事名称は、工事内容が具体的にわかるように 

正確に記載してください。 

各工事の工期始期と終期が重複する際は、どちらかに入れ

て計算し、重複のないように記載し、計算すること。 
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 ※１０年以上の実務経験が必ず必要です！(電気工事業又は電気通信工事業でそれぞれ１０年以上必要です) 

 ※ 職長経験は修了証の交付日から受付日までに 3 年以上必要です！ 

  (電気工事業又は電気通信工事業でそれぞれ 3 年以上必要) 

 

【注意】「経験年数・職長教育年数」は記入いただいた工事の合計年数を記入してください。 

(実務・職長経験が受講条件を満たしていても、工事名称等の記入とあわなければ審査はとおりません)

同一件名の場合は、年度等を記入する。

受講者が事業主本人(一人親方)の場合は、

記名・捺印が必要です。 
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1. 職長教育修了証は交付日から講習受付日までに３年以上が必要 

2. 職長のための｢リスクアセスメント教育｣だけでは『不可』 

3. 安全衛生責任者教育修了証だけでは『不可』 

4. ｢労働安全衛生法第 60 条による建設業の・・・｣又は｢労働安全衛生法施行規則第 40

条による・・・(1２時間講習)｣は『ＯＫ』 

※ 疑問のある方は、必ずお問合せ下さい。 

※ 職長教育修了証に「第 60 条又は第４０条」の記載がない場合は、発行元に 

建設業の職長教育である内容の証明証を添付してください。 

※苗字変更がある方 / 戸籍抄本をあわせてお申込みください。 

工事士免状は、写真・登録番号・(５年更新を受けて

いる方は)定期講習受講印が押印されているところま

で全てコピーして貼付して下さい。 
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ネットバンクからのお振込みの場合 

振込後の終了画面を印刷し、貼付せず同封してお申し込みください。 

 

 

振込受領証のコピーをのり付けして下さい。 

【会社名での振込の場合】 

会社名と合わせて受講者の氏名も余白に記入して下さい。

(複数名の申込みの場合も受講者氏名を余白に入れる) 
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記⼊必要なし 

フリガナは必ず記入して下さい。

生年月日を確認！(申込書と同じ) 

記入間違いが多くみられます！ 

デジタル写真を使用するときは、写真用光沢

紙を使用してカラープリントして下さい。 
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※更新申請者の講習免除証明書は、写しを貼付する。

（原紙は手元に保存してください） 

｢講習免除証明書｣は再発行いたしません。

大切に保管して下さい。 


